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特集●がん対策の強化
わが国のがん対策の評価〜新たな政策立案に向けて 日本医療政策機構 がん政策情報センター 埴岡 健一

がん予防研究の成果と新たな展開 国立がん研究センターがん予防・検診研究センター予防研究部 津金昌一郎

がん診療連携拠点病院制度の課題と展望 静岡県立静岡がんセンター 山口 建

がん医療情報の提供に関する新たな展開 NPO法人キャンサーネットジャパン 柳澤 昭浩

「がん対策推進基本計画」の重点課題への対応

1)地域がん登録の現状と新たな展開 国立がん研究センターがん対策情報センター室 柴田亜希子

2)がん緩和ケアの現状と新たな展開 帝京大学医学部 内科学講座 腫瘍内科 江口 研二

3)働く世代のがん検診の課題と受診促進策 庄内保健所 松田 徹

4)がん患者の就労支援等に関する課題と今後の展開 獨協医科大学医学部 公衆衛生学講座 高橋 都

5)小児がん対策の新たな展開 国立成育医療研究センター臨床研究センター 藤本純一郎

●視点

人獣共通感染症の重要性 京都産業医大 大槻 公一
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標準予防策や感染経路別予防策については十分理解
していても，いざ，多剤耐性菌のアウトブレイクに対する病
院訪問調査となると，果たして技術的に対応できるのかど
うか不安を感じるという声が聞かれます．行政代表の緒方
先生が，保健所について，アウトブレイクの経験は一般に
多く，疫学的なことにも慣れている場合が多いが，臨床現
場の経験は十分でないなどの特性があると述べていらっし
ゃいました．このような背景もあり，近年，院内感染予防に
おいて重要視されている臨床現場での水回り環境や排泄・
呼吸器関連ケア時の衛生管理などにはあまりなじみがない
ことから，今までの保健所の経験では対応困難といった課
題が生じているのかもしれません．今回，専門家の先生方
が，写真も交え，わかりやすくポイントを解説してください
ましたので，実践に役立てていただければと思います．

本特集を読まれ，病院には院内の感染管理を担う感染

制御チーム(ICT)があって，ICT による感染予防策の普
及啓発，感染症事例発症時の対応や抗菌薬の適正使用
についての相談助言体制もできていて，感染制御に関して
は病院内ですべて完結し，もはや行政の出る幕はないの
ではと思われた読者の方もいらっしゃるかもしれません．

しかし，各病院の取り組状況は様々ですし，どのような
感染対策が効果的であるのか思案している病院や支援の
手を必要としている病院もあろうかと思います．また，今回，
行政と医療機関，医療機関相互をつなぐ地域の感染制御
ネットワークづくりや情報提供機能など，執筆者の各先生方
から行政へ期待することとして多くのメッセージをいただきま
した．本特集が，多くの病院の感染管理状況を地域レベ
ルで把握している行政ならではの視点を生かした，さらなる
取り組への端緒となれば幸いです．
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